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事業の実施方法

ガイドライン案を踏まえ、モデル事業の実施を行う

1.モデル事業：フードバンク団体における実証
フードバンク団体の実際の活動について見学し、ガイドライン案と実態との差異や、実施するうえでの課題を把握したうえで、ガイドライン案改訂の
方針を検討する。活動期間が長く、安定的に一定量の食品を扱っている2団体に協力を要請済み

＜ご協力団体＞

• セカンドハーベスト・ジャパン

• フードバンク山梨

2.その他関係者の調査：
（１）フードバンク団体向けアンケート調査

フードバンク団体の会員の皆様にご協力をいただき、ガイドライン案についてご説明したうえで、意見をいただき、ガイドライン案改訂の方針を検討
する

＜ご協力団体＞

• 全国フードバンク推進協議会

（２）ヒアリング調査

ガイドライン案に言及されている各主体（フードバンク）に該当する団体についてガイドライン案に対するご意見を把握し、ガイドライン案改訂の方
針を検討する

＜ご協力団体（案）＞

寄附者

• 食品産業センター
• 日本加工食品卸協会
• 日本チェーンストア協会
• 日本フランチャイズチェーン協会
• 経済同友会
• 日本経済団体連合会
• フードサービス協会
• 全国スーパーマーケット協会

資金提供者 モデル事業協力フードバンク様からのご紹介

ファシリテーター

• 全国食支援活動協力会
• 日本フードバンク連盟
• 全国フードバンク推進協議会
• 大分県社会福祉協議会
• 全国こども食堂支援センター・むすびえ

フードパントリー モデル事業協力フードバンク様からのご紹介

こども食堂 全国こども食堂支援センター・むすびえ様とご相談

食品寄附及び食べ残し持帰り促進のための枠組み調査・検討業務
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1.モデル事業：フードバンク団体における実証 ①概要

実証を通じて、フードバンク団体の実態とガイドライン案との差異や、実施するうえでの課題
を把握したうえで、ガイドライン案改訂の方針を検討する

⚫ 実施概要

ご協力団体 セカンドハーベスト・ジャパン フードバンク山梨

実証対象 企業からの寄附 企業からの寄附

（全国フードバンク推進協議会経由も含める）

実証時期 ９月半ば～10月（ディスカッション、現地訪問（実証） あわせて数回を予定）

事前準備 ✓ ガイドライン（案）に対して、現状の取り組み状況を整理

✓ 未実施項目については、実証での実施方法を検討

✓ 実証での確認項目を合意

✓ 実証スケジュールを策定

実施内容 ✓ 実証スケジュール、確認項目に従って実証を実施

• 実証時に、寄附品の受入、保管、マッチング、出荷までの活動内容を確認し、記録

• ガイドライン（案）に記載はあるが、未実施の項目については実証中に試行を依頼し、
実行可能性を確認

課題の確認方法 ✓ 実証期間中：弊法人が観察し、内容や時間を記録

✓ 実証終了後：ガイドラインの課題と方向性についてディスカッションで課題を把握
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1.モデル事業：フードバンク団体における実証 ②実証時の内容整理イメージ

実証を通じて、ガイドライン（案）の記載内容ごとに、フードバンク団体の活動内容を帳票
等も含めて具体的に整理し、他の団体にも参考になるように取りまとめる

ガイドライン（案）

ガイドライン（案）の項目

ごとに現在実施している業

務を整理。未実施の項目
は、実証で試行

実証で当該業務で活用し

ている帳票例、業務状況
の写真、所要時間を記録

実証後に当該団

体へのヒアリングも

行ったうえで課題
を整理
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2.フードバンク団体向けアンケート調査

全国フードバンク推進協議会にご協力を得て、会員団体にオンライン説明会を実施。アン
ケート調査を踏まえて、ガイドライン案改訂の方針を検討する

ご協力団体 全国フードバンク推進協議会（61団体加盟）

対象 企業からの寄附

時期
10月
（オンライン説明会は10月中旬とし、10月中に意見収集の予定）

実施内容

①全国フードバンク推進協議会加盟団体に対して、ガイドライン（案）を送付

②ガイドライン（案）オンライン説明会を開催し、ガイドライン（案）について直接ご説明

③WEBアンケート形式にて意見収集

食品寄附及び食べ残し持帰り促進のための枠組み調査・検討業務
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3.ヒアリング調査

構成員の皆様にご協力を得て、ヒアリング調査を実施し、ガイドライン案改訂の方針を検討
する

ご協力団体
構成員のうち、ガイドラインの各主体に該当する団体

構成員からご紹介をいただく団体

時期 10月～11月

実施内容

①ガイドライン案についてご送付

②ヒアリング調査で、ご意見や改訂案の収集

食品寄附及び食べ残し持帰り促進のための枠組み調査・検討業務
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（参考）モデル事業にご協力いただく２団体の概要

認定ＮＰＯ法人フードバンク山梨

住所 山梨県南アルプス市

設立年 2008年

提供先（2023年度） 延べ10, 437世帯を支援。月2回の食料支援（延5327世帯）、子ども世帯（延2717世帯）、
高校生・若者のいる世帯（延1171世帯）、県内フードバンク12団体1社（つながるスマイルプロ
ジェクトを通じて932世帯）、登録79団体（児童養護、障害者、支援団体、子ども食堂等）
など

特定非営利活動法人 セカンドハーベスト・ジャパン

いずれの団体においても、モデル事業ではフードバンク活動部部分（団体への寄附）を主な対象とするが、フードパントリー活動
部分（個人や世帯への寄附）についても可能な範囲で確認する。

住所 東京都台東区

設立年 2002年

提供先（2023年度） 426団体。フードパントリー241団体、児童養護施設31団体、炊き出し・ホームレス支援26団体、
その他128団体。加えて、直営のフードパントリーを通じて直接個人・世帯へも提供

出典：セカンドハーベスト・ジャパンHP

出典：フードバンク山梨HP

食品寄附及び食べ残し持帰り促進のための枠組み調査・検討業務
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ガイドライン改訂に向けたモデル事業等スケジュール

実施項目 実施スケジュール

スケジュール

9月 10月 11月 12月

1.モデル事業
（実証）

事前準備

（現状把握・実証内容のすり合わせ）

実証と課題の整理

報告書作成とガイドラインへの反映

2.（１）
フードバンク団体向
けアンケート

説明会開催

意見収集

2.（２）
関係者ヒアリング

適宜個別ヒアリングを実施

（参考）

事業全体の動き
官民協議会

#3

モデル事業は10月の実施を予定しており、11月下旬には改定案を取りまとめ予定である

官民協議会

#2

ガイドライン改訂

説明会開催

訪問調査を含む
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